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第1部　震災復興とインターネット

大手ネット企業  ［ 震災後約2時間後に立ち上げられたグーグルの「パーソンファインダー」 ］
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震災後約2時間で立ち上げられたグーグルの「パーソンファインダー」

•  •  •  C O L U M N  •  •  •  

野々下 裕子
フリーライター

グーグルでは発災後 1か月の間に30

以上の新しいプロダクトをリリースしてい

る。避難所情報や被災地の企業・商店の

情報を検索するビジネスファインダー、電

車の遅延情報、モバイルやスマートフォン

向けのサイト構築などさまざまなものがあ

るが、最も注目されたのは発災後 2 時間

で立ち上げられた「パーソンファインダー」

であろう。パソコンや携帯電話から探して

いる人の姓名を入力して消息を検索でき

る安否確認システムで、探している人の

情報を入力しておくこともできる。

たった2 時間でシステムが公開できた

理由の 1 つに、米国本社が設置している

「Google Crisis Response」の 存在 が

ある。大規模災害が派生した時に立ち上

げるシステムで本部は米国本社にあり、

世界中のウェブマスターチームが24 時間

交代で有事の際の対応にあたる。2008

年にミャンマーで起きたサイクロン災害

をきっかけにできたもので、2010 年の

ハイチ地震や今年のクライストチャーチ

（ニュージーランド）で発生した地震の時

にも、Google Crisis Responseによって

「Google パーソンファインダー」が提供

されている。

震災の発生直後、六本木ヒルズにある

日本本社は避難のため約 30 分機能停止

して い た。そ の 間 に 米国本社 で Crisis 

Responseチームが設置され、60 分後に

戻った日本スタッフとの協力で日本語化な

どが行われ、国内外のエンジニアの協力

によって90分後にはパーソンファインダー

の準備が完了。2 時間後に公開された。

PCと携帯電話の両方で入力と検索が

可能になっており、さらに、避難所の名簿

を携帯電話で撮影し、指定のアドレスに

メールすると、グーグルの写真共有サービ

ス「Picasa」に公開される仕組みも整えた。

1万枚以上の名簿写真が投稿されたが、

検索が難しかったため、写真をOCR 変換

でテキスト化し、検索できるようにもした

が、日本語の判読率が低かったため、有志

社員が手打ち入力で対応している。その

後、作業が追いつかなくなるとウェブサイ

トでボランティアを募集し、4800 人以上

が14 万以上のデータのテキスト化を支援

した。

さらに、NHK の「安否情報ダイヤル」

や携帯電話各社が提供している「災害用

伝言板」、朝日新聞社が取材した安否情報

などもパーソンファインダーに集約される

ようになり、結果的に登録情報は総数 59

万件を超えるものとなった。その間も、情

報が検索しやすいよう、インターフェイス

の改善が行われている。

そのほかにも、日本ではまだサービス

が立ち上がっていない YouTube のライ

ブストリーミングサービスを使って、震災

当日からテレビのニュース番組のライブ

ストリーミングを行っていたが、さらにそ

こから一歩踏み込んで、テレビ局が撮影

した被災者のメッセージを集める「You-

Tube 消息情報チャンネル」を公開。動画

からの情報もパーソンファインダーに集約

されていった。

その後、パーソンファインダーについて

は集まった情報量の大きさからか、政府の

サイトでやってほしいという声もあったそ

うだが、企業と政府が足並みを揃えるに

は時間がとられてしまうので、協力できそ

うな部分については支援するということ

で、連絡だけは取り合うような体制に留

めたという。

グーグルが新しく公開した数々の支援

策は、エンジニアの提案を形にしていっ

たものである。だが、中には技術的には

対応可能だが、あえて開発を見送ったもの

もある。その一例に支援物資のマッチング

がある。理由としては、避難所に支援物資

が行き渡らないなどの状態が伝わってい

たものの、その理由は災害直後に道路が

使えないことがあり、情報を提供しても対

応できる可能性が低かったこと。また、イ

ンターネットが使える状況も現地によって

差があったことを挙げている。

支援策のいくつかについては、他の企

業と共同で行われているものも含まれて

いる。Google EarthやGoogle マップに

使われている衛星の映像を利用した被災

地の道路状況をまとめた自動車通行実績

情報マップは、本田技研やパイオニアと

協力して構築し、最終的にはITS Japans

という業界データに切り替えている。また、

ライバル企業であるヤフーとも協力体制

をとり、お互いに得意分野で作業を振り

分けるなどしている。

今回はさまざまなネット企業が他のメ

ディアやボランティアと連携して柔軟に素

早い対応を行っており、今後の災害対策

を検討するうえで一定の成果をもたらす

と考えられる。Google パーソンファイン

ダーのようなものも、今回の活用事例をも

とに今後は産官学といったさまざまな日本

の人たちの手で研究が進むだろう。

Google パーソン ファインダー（消息情報）
http://http://japan.person-finder.app 
spot.com/
Google Crisis Response　日本語版
http://www.google.co.jp/intl/ja/crisisre 
sponse/japanquake2011.html
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